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研究成果の概要（和文）：　現在ドイツにおける「ケルゼン・ルネッサンス」の進展・成果の把握と、「ケルゼン」を
通じたドイツ公法学の布置の把握を行った。前者について、１）方法論、２）民主制論、３）グローバル化・ヨーロッ
パ化をめぐってケルゼンが「有用」であるとして「再発見」されていることを確認し、その分析を論文、報告、報告書
としてまとめた。後者については、ドイツ公法学転換をめぐる「戦線」が「連邦裁判所批判」をめぐって先鋭化してお
り、その構図、担い手が「ケルゼン・ルネッサンス」のそれらと重なることから、『越境する司法-ドイツ連邦憲法裁
判所の光と影』の翻訳を完成させ、上記１）、２）、３）をめぐって、その意義を分析・解明した。

研究成果の概要（英文）：There is much talk about ”Kelsen-Renaissance” recently in Germany. This is the 
first phenomena since the end of the Second World War, which reflect the fundamental transformations of 
the German science of public law. The “rediscovery” of Kelsen was analyzed from Aspects of 1) method, 
2) theories of democracy and 3) Globalization and Europeanization. Fundamental criticism against German 
Constitutional Court is also new phenomena in German science of public law. Standard bearers of 
”Kelsen-Renaissance” are exactly the main force of criticism against this Court. These phenomena were 
therefore observed also from the above mentioned three aspects. The most important book of criticism 
against German Constitutional Court, “the court of border violation” was translated in Japanese by our 
group.

研究分野：公法学
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１．研究開始当初の背景 
ハンス・ケルゼンは、ドイツ語圏の法学者
であるが、法理論、公法学、国際法学などの
分野で多大な業績をあげた「二十世紀を代表
する法学者」であり、世界的に影響力を持っ
ている。彼は、第一共和制の憲法制定にかか
わり、憲法裁判所裁判官として活躍した学問
的「母国」オーストリアではもちろんのこと、
日本においても、例えば戦後日本の公法学の
中核を築き上げてきた研究者たちが、彼から
大きな影響を受ける等、重要な存在であり続
けた。しかしながら、ドイツでは事情が違っ
た。戦後ドイツにおいて、ケルゼンは永らく
タブー視されてきたのである。 
そのドイツにおいて、近年、ケルゼンの「ル
ネッサンス」、「再発見」が語られ、ドイツ国
法学のヴァイマル・カルテット（シュミット、
スメント、ヘラー、ケルゼン）の中で、最も
引用される公法学者となっている。しかも、
近年のドイツにおけるケルゼン研究は、ドラ
イアー（ヴュルツブルク）はじめ、レプジウ
ス（バイロイト）、イェシュテット（フライ
ブルク）、メラース（ベルリン、フンボルト
大）など、ドイツ公法学の「スター」、ドイ
ツ公法学を代表し中心的に担う優秀な公法
学者達によって遂行されており、そのレベル
はきわめて高い。このドイツ公法学における
劇的変化（タブーからあらたな定位点へ）は、
ケルゼンに対し、また、ドイツ公法学に対し、
一貫して関心を示してきた日本の公法学に
とって、きわめて興味深い現象であり、「ケ
ルゼン・ルネッサンス」の全貌を明らかにす
ることは、日本のケルゼン研究、ドイツ公法
研究にとって、間違い無く大きな意義がある
ことである。 

 
２．研究の目的 
(1)「ケルゼン・ルネッサンス」の内容の把
握 (A) 
現在のドイツにおけるケルゼン研究の進
展・成果を、包括的かつ具体的に把握する。
ケルゼン研究を代表するドライアーなど上
記の研究者の成果を中心に分析するが、それ
以外の（作成過程の教授資格申請論文、博士
論文など若手研究者の成果も含む）新たな成
果も追究する。そして、ケルゼン研究として、
現在のドイツにおけるそれがいかなる特徴
を持ち、日本のケルゼン研究の発展にどのよ
うな刺激を与え得るかを検討する。 
(2)「ケルゼン」の現代ドイツ公法学におけ
る文脈とドイツ公法学の布置の検討 (B) 
ケルゼンについての研究・論及とそれに対
する批判を公法学の重要論点に即して検討
し、ドイツ公法学の重要テーマをめぐる議論
の構図とテーマ間の相互連関を浮かび上が
らせる。ケルゼンという尺度を通じて、ドイ
ツ公法学の布置（いかなる理論的問題関心か
ら、いかなる方法で議論がなされ、いかなる
対立が生じているのか）を理論型体レベルで
理解する手がかりを獲得する。 

３．研究の方法 
(1)「『ケルゼン・ルネッサンス』の内容の把
握」(A)と「『ケルゼン』の現代ドイツ公法学
における文脈とドイツ公法学の布置の検討」
(B)を、１）方法論、２）民主制論、３）法形
成・適用における国家の相対化とグローバル
化、というテーマごとに進めた。 
(2) (A)を効果的に遂行する一番確実な方法は、
「ケルゼン・ルネッサンス」の代表的な推進
者と密接に交流することである。この「プ
ロ・ケルゼン派」研究者は、前述のドライア
ー、レプジウス、イェシュテット、メラース
であり、各々、１）、２）、３）の研究業績を
持つ。彼らを中心とするドイツにおける「プ
ロ・ケルゼン派」研究者の業績を、分担者が
包括的に分析した。そして、その分析を元に、
分担者が「プロ・ケルゼン派」研究者を訪れ、
また、「プロ・ケルゼン派」研究者を招いて
講演会、シンポジウムなどを開催し、議論・
研究交流をすることによって、「ケルゼン・
ルネッサンス」の内容・意義を正確に把握
することに努めた。 
(3) (B)を成功裡に行うには、「非ケルゼン派」
であり、ドイツ公法学において１）、２）、３）
について中心的に活躍し、それらに関して
「プロ・ケルゼン派」とも建設的に議論でき
る研究者と交流し、日本側の研究者が「プ
ロ・ケルゼン派」の見解を相対化できる機会
を確保する事が重要である。それを可能にす
る有力な研究者、上記４名と遜色のないレベ
ルの研究者として、シェーンベルガー（コン
スタンツ）、ポッシャー（フライブルク）、ブ
ムケ（ハンブルク、ヴチリウス・ロースクー
ル）、ヴァルトホーフ（ボン）をピックアッ
プした。分担者が、「非ケルゼン派」研究者
を訪れ、また、「非ケルゼン派」研究者を招
いて講演会、シンポジウムなどを開催し、議
論・研究交流をすることによって、「ケルゼ
ン・ルネッサンス」の文脈とそのドイツ公法
学における布置を１）、２）、３）に即して、
正確に把握することに努めた。 
 (B)については、１）、２）、３）をめぐるケ
ルゼンの現代的文脈と布置を反映する公法
学の個別的テーマを取り上げ、分析がより具
体的になるように努めた。個別的テーマとし
ては、特に、ドイツにおいて展開されている
連邦憲法裁判所「批判」を重点的に取り上げ
た。 
 
４．研究成果 
(1)共同研究の結果、「ケルゼン・ルネッサン
ス」の全貌が明らかになった(A)。「再発見」
の背景には、偶然的事情も存在した。前述の
ドライアーは、戦後ドイツにおいて初めて本
格的なケルゼン研究を展開したが、現代の公
法学界を代表する研究者の一人となり、それ
によってタブーが解消された。彼の個人的貢
献がきわめて大きいことが、改めて明らかに
なった。 
(2)しかしながら、ケルゼン「再発見」には、



ドイツ公法学の展開に内在する理由が存在
した。まず、１）方法論的な理由である。1980
年代までは、公法学における関心はもっぱら
解釈論に向けられていた。当時、憲法学・国
法学においては、「連邦憲法裁判所実証主義」
という批判的な概念が成立するほど、裁判実
務と密接に結びつけられた解釈論的研究が
圧倒的な主流を占めていた。それが、2000
年以降、憲法理論、公法理論についての研究
が盛んになったのである。そこで、透徹した
理論家であるケルゼンへの関心が高まった。
ケルゼン「再発見」には、理論の需要とドグ
マーティク批判という面が存在したという
ことが示された。 
(3)そして、1980 年代以降、民主制原理が公
法学において重要性を増大させたことも大
きな要因であった。それ以前の憲法解釈や裁
判で重要な役割を果たしたのは基本権と法
治国家原理であったが、それに加えて、民主
制原理が学説や裁判実務でも大きな意味を
持つようになっていった。それによって、首
尾一貫して民主制、議会制民主主義を研究・
擁護しようとしたケルゼンが再評価された。
また、ケルゼンの民主制に対するアプローチ
は、多元社会における民主制の把握に適し、
民主制における憲法裁判権の機能を記述す
ることができ、（地域的な又は特定事項につ
いての「部分国民」のレベルであれ、超国家
レベルであれ）国家国民を超えたところでの
民主的正統性の関係の成立を可能にする、非
常にアクチュアルなものと評価されている
ことも明確になった。 
(4)さらに、グローバル化、ヨーロッパ化の進
展に伴い、国際法主体や、国際法主体以外に
よる法形成・適用が増大し、特にヨーロッパ
法の意義が圧倒的になった ことにより、国
家、国家法を中心に公法現象を捉えることが、
徐々にドイツにおける法実態にそぐわなく
なりつつある（３）。ケルゼンは、国家主権
を相対化し、国際法優位の一元論の存立可能
性を提示していたが、それがアクチュアルな
ものとして見直される状況が生まれたので
ある。そして、グローバルな、あるいは、ヨ
ーロッパレベルでの法の発展は、様々な法を
併存させることとなった（例えば、連邦憲法
裁判所、欧州裁判所、欧州人権裁判所などに
おける諸判決とその間の不整合）。そのこと
が、オーストリア・ハンガリー帝国における
法の併存状況下で、それを前提としつつも、
法の単一性・一体性（Einheit）について考
察していたケルゼンの探究の意義を、多くの
法学研究者に再確認させることとなった。ま
た、ヨーロッパ法の発展により、法の目的や
内容自体はヨーロッパ法で決まることが多
くなったため、法をめぐる権限、組織、手続
に争点の中心が移りつつある。そこで、法の
内容にではなく、法の形式（手続、権限、組
織）に焦点をあてていたケルゼンの研究が、
それに理論的に対応するひとつの可能性を
提供するものとみなされていることが判明

した。 
(5)このように、ケルゼンの「再発見」は、ド
イツ公法学の「変動」をめぐる最前線の現象
として生じていた。つまり、１）公法学の方
法の検討、２）他の憲法原理との関係の再検
討も含めた民主制の意義の検討、３）ヨーロ
ッパ化、グローバル化への対応は、近年のド
イツ公法学における最重要課題であり、それ
らをめぐる論議が現在のドイツ公法学の転
回・展開そのものとなっている。それを端的
に示すのが、近年ドイツ公法学において強く
なっている連邦憲法裁判所の在り方を具体
的に批判する議論である。すなわち、1)連邦
憲法裁判所と国法学の強すぎる結びつきが、
前者を強力にし、後者におけるドグマーティ
ク偏重を招いていること（方法論の批判的検
討）、2)連邦憲法裁判所の積極主義的在り方が、
民主的に正統化できるレベルを超え、政治と
法を過度に結びつけていること（民主制と法
治国家の関係の再検討）、3)ヨーロッパ化の進
展は、連邦憲法裁判所の役割を、欧州司法裁
判所、欧州人権裁判所との関係において相対
化させるはずであるが、前者が依然としてナ
ショナルな在り方に執着していること（ヨー
ロッパ化への対応）が批判され、１）、２）、
３）に即した議論が具体的に展開されている
ことが、本研究の結果明確になった。 
(6)しかも、連邦憲法裁判所批判を最も注目さ
れる形で展開しているのが、ケルゼン「再発
見」を主導したレプジウス、イェシュテット、
メラースと、同じく前述したシェーンベルガ
ーであり、公法学の「変動」をめぐる最前線
をめぐる二つの議論は、人的にも重なってい
ることがわかった。したがって、この二つの
議論をさらに観察し続けると同時に、内容的、
人的に絡み合うその他の１）、２）、３）にか
かわる議論の追究を継続すれば、ドイツ公法
学の「変動」を確実に把握することが出来る
ことが明らかになった。 
(7)他方、それと同時に、本研究によって、
ケルゼン「再発見」や連邦憲法裁判所批判
の議論については、批判的な分析・検討が
必要なことも判明した。ドイツのケルゼン
「再発見」においては、ケルゼン理論をド
イツ公法学の課題のために「使う」という
実践的関心が非常に強い。そのため、永ら
くケルゼン理論と格闘してきた日本の研究
者からすると、「強引」なケルゼン理解・利
用がなされている例が具体的に見いだされ
た。また、連邦憲法裁判所批判論において
は、方法論、民主制原理と他の憲法原理、
ヨーロッパ化をめぐって、ドイツ公法学に
おいて従来展開されてきた議論が、激しく
批判されているが、その批判が、従来の議
論に対する的確括建設的なものとは言えな
い場合も多いことが明らかにされた。 
 そこで、本研究の分担者は、現在の共同研
究体制を維持・拡大し、引き続きドイツにお
ける上記議論の検討を継続することを決意
すると同時に、「客観的観察者」としてドイ



ツの議論を交通整理し、その建設的展開に貢
献することも、リアルな可能性として展望し
ている。 
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